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特許庁

平成25年度 特許出願技術動向調査
－社会インフラメンテナンス技術－
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社会インフラメンテナンス技術の分類（調査対象技術）

｢補修・補強工法技術｣ ｢補修・補強材料技術｣ ｢計測技術｣ ｢調査・診断・データ利用技術｣

社会インフラメンテナンス技術は既設の社会インフラが対象

→ 構造物の新規施工に関わる技術は、社会インフラメンテナンス技術に含めない。
ただし、補修・補強材料技術の中には、新規施工時等に予め構造物の長寿命化・老朽化対策を施し、これらの対策に資す

る補修・補強材料として用いるものがあるため、このような技術は、社会インフラメンテナンス技術に含めた。

調査対象構造物

｢道路｣ ｢橋梁｣ ｢トンネル｣ ｢建築物｣ ｢基礎｣

調査対象範囲

４つの調査対象技術と５つの調査対象構造物を組み合わせた範囲

1.調査概要 －調査対象技術－

【社会インフラメンテナンス技術の技術俯瞰図】

補修・補強工
法技術

補修工法技術：構造物、部材などの寿命を長く
する、または、耐久性を回複・向上させるための
対策工事に関わる施工技術

補強工法技術：構造物、部材などの耐荷性や剛
性などの力学的な性能を回複・向上さるための
対策工事に関わる技術

補修・補強材
料技術

補修・補強工事に用いるさまざまな材料に関わ
る技術

計測技術 構造物や部材の点検、劣化診断の場面におい
て、建造物、部材などの変状や損傷の状況を把
握するために用いる計測技術

構造物や部材の計測パラメータ、計測原理、計
測装置（試験装置を含む）の総体

調査・診断・
データ利用技
術

計測技術により計測された各種データをもとにし
た、構造物、部材などの変状や損傷の状況の進
行の程度や、構造物、部材などの破壊の兆候の
予測・評価や対策の要否判定、それらの結果の
記録・整理に用いる技術

【各技術の定義】
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社会インフラメンテナンス技術分野における、特許出願・登録特許（１１年分）と論文（１
１年分）を調査。

調査対象の文献は、読込み解析により技術区分に分類。

1.調査概要 －調査対象文献、データベース－

調査期間： 特許文献
２００１～２０１１年（優先権主張年ベース）

非特許文献
２００１～２０１１年（発行年ベース）

調査対象： 特許文献
日本公報を含むファミリー 約１２，６００件
外国公報のみのファミリー 約１９，９００件

非特許文献 約９，２００件
使用ＤＢ： 特許文献

国際特許データベースWPI（Derwent World Patents Index）を使用
国際特許データベースINPADOC（International Patent Ducumentation
Center）を補助的に使用

非特許文献
Web of Science 、JDreamⅢを使用、商用刊行物も使用

＊国際特許データベースWPI（Derwent World Patents Index）はトムソンロイターの商標
＊国際特許データベースINPADOC  （International Patent Documentation Center）はInternational Patent Documentation Centerの商標
＊JDreamⅢは株式会社ジー・サーチの商標
＊Web of Scienceはトムソンロイターの商標
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日本では、高度経済成長期を中心に集中的に整備が進められた社会インフラのストックが、
その後50年を経過した現在、一斉に老朽化してきている。

20年後の平成44年には、道路橋（2m以上）の65％、トンネルの47％が、建設後50年以上を
経過するとの国土交通省の試算も出されている。

2011年度から2060年度までの50年間に必要な維持管理・更新費は約190兆円と推計され、そ
のうち更新できないストック量は約30兆円にも上るとの国土交通省の試算も出されている。

2.市場動向 －国内の動向－

【建設後50年以上経過する道路橋（2m以上）、トンネルの割合】

出典：国土交通白書2013
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【維持管理・更新費の推計】

出典：国土交通白書2010

（従来通りの維持管理・更新をした場合）

（予防保全の取組みを先進地方公共団体並みに全国に広めた場合）
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社会インフラメンテナンス技術に関する特許出願件数
2001年には584件 → その後2005年までの5年間は横ばいの状態 → 2006年以降に増加
2009年には784件に到達
出願人国籍
日本国籍の出願人による出願件数が最多：全体の50.3％
次いで、韓国の出願人による出願 21.1％、中国籍の出願人による出願 11.1％と続く。

日本国籍の出願人による出願は、2001年～2005年頃において、米欧中韓と比較して圧倒的
に件数が多かったが、2007年以降、減少傾向に転じ、近年は韓国籍の出願人による出願件
数に肩を並べられている状況である。

3.特許出願動向 －出願人国籍別の特許出願動向－

【出願人国籍別の出願件数推移】【出願人国籍別出願件数比率】

注：2010年以降はデータベース収録の遅れ、PCT出願の各国移行のずれ等で、全データを反映していない可能性がある。
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社会インフラメンテナンス技術に関するPCT出願件数
欧州国籍の出願人による出願件数が172件（38.7％）で最多。
次いで米国籍の出願人（33.8％）、日本国籍の出願人（11.0％）と続く。
出願人国籍別の出願件数推移
日本国籍の出願人によるPCT出願件数は、2002年以降、ほぼ横ばいの状態。
同様の傾向は、韓国籍の出願人によるPCT出願にも見られる。
米国籍、欧州籍の出願人によるPCT出願件数は共に、2008年以降、増加傾向が見られる。

3.特許出願動向 －PCT出願の動向－

【出願人国籍別のPCT出願件数推移】【出願人国籍別PCT出願件数比率】

注：2010年以降はデータベース収録の遅れ、PCT出願の各国移行のずれ等で、全データを反映していない可能性がある。

出
願
件
数

（件）

出願年（優先権主張年）出願人国籍

25

33 34

41
39

46

50

33

48

58

37

0

10

20

30

40

50

60

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

日本国籍 米国籍 欧州国籍 中国籍 韓国籍 その他 合計

優先権主張
2001‐2011年

合計
444件

日本国籍

49件
11.0%

米国籍

150件
33.8%

欧州国籍

172件
38.7%

中国籍

7件
1.6%

韓国籍

29件
6.5%

その他

37件
8.3%
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出願先国別の状況
日本への出願件数が3,802件と最多、全体の44.1％を占める。
次いで韓国への出願件数が1,602件（18.7％）、中国への出願件数が953件（11.1％）の順
米国や欧州への出願件数は、日本への出願件数と比べると相対的に少ない。
出願先国別の出願件数推移
日本への出願件数は減少傾向が見られる。
米国、欧州への出願件数は共に横ばいの状態。
他方、韓国への出願件数は2006年以降、中国への出願件数は2008年以降、大幅に件数を伸
ばしている。

3.特許出願動向 －出願先国別の特許出願動向－

【出願先国別の出願件数推移】【出願先国別出願件数比率】

注：2010年以降はデータベース収録の遅れ、PCT出願の各国移行のずれ等で、全データを反映していない可能性がある。
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日米欧中韓５極間相互の出願構造についてみると、米国籍、欧州国籍の出願人による相互へ
の出願件数が欧州への出願が125件、米国への出願が94件と比較的多いものの、それらを除
くと全体的にみて他国への出願は低調である。
日本国籍の出願人についてみると、日本への出願件数が3,694件、他国への出願件数が174件
となっており、圧倒的に日本への出願件数が多くなっている。

3.特許出願動向 －出願先国別－出願人国籍別の出願件数収支－

【出願先国別－出願人国籍別出願件数収支】
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25件

41件

68件

39件
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1,604件

日本国籍
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9

日本国籍の出願人を例にとると、社会インフラメンテナンス技術では、日本（自国）への出
願件数が3,694件、他国への出願件数が175件であるのに対し、日本の技術力が高いと言われ
ているリチウムイオン電池分野では、日本（自国）への出願件数が11,291件、他国への出願
件数が6,490件であり、日米欧中韓５極間相互の出願構造に大きな違いが見られる。

3.特許出願動向 －出願件数収支の他分野との比較－

【リチウムイオン電池分野における出願先国別－出願人国籍別出願件数収支】

出典：平成２１年度特許出願技術動向
調査－リチウムイオン電池－
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日本国籍の出願人と外国籍
の出願人による出願傾向を
比較した場合、特許出願の
対象となる構造物や技術区
分の比率に違いが見られ、
その違いは自然環境や商習
慣等の地域性が反映された
ものと考えられる。

3.特許出願動向 －技術区分別の動向①－

【出願人国籍別・対象構造物別のメンテナンス技術の
出願件数・出願件数比率】

【出願人国籍別・対象技術区分別のメンテナンス技術の
出願件数・出願件数比率】

日本国籍の出願人による出願 外国籍の出願人による出願

合計
3,871件

道路

メンテナンス

技術

445
10.8%

橋梁

メンテナンス

技術

1,491
36.3%

トンネル

メンテナンス

技術

751
18.3%

建築物

メンテナンス

技術

1,196
29.2%

基礎

メンテナンス

技術

219
5.3%

道路

メンテナンス

技術

993
25.7%

橋梁

メンテナンス

技術

1,042
26.9%

トンネル

メンテナンス

技術

423
10.9%

建築物

メンテナンス
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1,096
28.3%
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メンテナンス

技術

317
8.2%

合計
4,102件

日本国籍の出願人による出願 外国籍の出願人による出願
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工法技術
2,282

44.4%
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21.4%
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20.5%

調査・診断

・データ利用
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701
13.6%補修・補強

工法技術
2,218

37.5%
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1,518

25.7%
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1,167
19.7%
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技術

1,006
17.0%
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5,909件
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5,140件
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重大な損傷及び異常の早期
発見・早期対処／点検・監
視・検査・診断精度の向上

構造物の長寿命化／事後・
予防保全によるリスク回避
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・データ
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利用技術 11

日本国籍の出願人に
よる出願では、作業
時間の短縮や費用低
減といった低コスト
化に関連する課題・
目的が上位に挙がっ
ている。

日本国籍の出願人に
よる出願においては、
補修・補強工法技術、
補修・補強材料技術
と共に、作業時間の
短縮に関する出願件
数が最も多い。他方、
同技術に関して、外
国籍の出願人による
出願においては、作
業時間の短縮よりも、
費用低減が重要視さ
れており、傾向が大
きく異なる。

3.特許出願動向 －技術区分別の動向②－

【出願人国籍別・技術区分別・メンテナンスの課題・目的別の出願件数】

【出願人国籍別にみたメンテナンスの課題・目的の上位５位項目の出願件数】
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Web of Sceience（トムソンロイターの商標）における研究者所属機関国籍別論文発表件数

日本、米国、欧州、中国、韓国の各国の総数としては、2001年の197件から2012年の1076件
へと大きく件数を伸ばしている。

各国のうち、特に伸びが大きいのは中国。2012年時には2001年比約2,706％である460件。

伸びが最も小さいのは日本。2012年時には2001年比約184%の35件。

JDreamⅢ（株式会社ジー・サーチの商標）等における日本の論文件数は、2004年頃をピー
クに増減を繰り返しつつも、件数自体は横ばいである。

4.研究開発動向 －全体動向－
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2013年6月に内閣府より公表された「日本再興戦略」において、社会インフラのメンテナン
スに関する政策が重要な政策として位置づけられた。同戦略の中においては、①インフラ長
寿命化基本計画の策定、②ITを活用したインフラ点検・診断システムの構築、③新素材の開
発、④宇宙インフラの整備・活用が掲げられている。

上記の決定を受け、2013年11月には内閣府が取りまとめた「インフラ長寿命化基本計画」が
公表された。同計画は2030年までの我が国のインフラの保守管理に関するロードマップを規
定している。

5.政策動向 －日本における社会インフラ関連の政策動向－

【インフラ長寿命化基本計画（ロードマップ）】

出典：内閣府「インフラ長寿命化基本計画」



14

諸外国の動向を見ると、社会インフラの状況とそれに対する政策的な手当てを概観した結
果、米国、ドイツ等の先進諸国において、我が国と同様、限られた政府・地方自治体の支

出の中で、いかに効率的に社会インフラの新設・維持管理を進めて行くべきかが大きな課
題となっていることが判明した。

欧米の先進国において、効率的に社会インフラの新設・維持管理の実現に対する政策的な
手当てには、主に３つの傾向がある。

5.政策動向 －海外における社会インフラ関連の政策動向－

①政府支出の拡大

主に米国において取られているが、ドイツのように財政規律の厳しい国においては、既存予算の配
分先の変更（新設から維持管理へ）によって賄われている。

②省力化を実現する技術の開発

米国や欧州においても我が国と同様、道路や橋梁、トンネルの自動検査ロボットの研究開発が実施
されており、また、センサーネットワークやITシステムを用いた効率化の研究開発も、特に米国を
中心にして盛んとなっている。これらについては、政府として政府系研究機関での研究開発を行う
ほか、研究開発補助金を拠出することで大学や民間企業の研究開発を促進させており、大学と企業
の共同研究などが多く採択されており、産学連携が推進されている点が見て取れる。

③PPPの推進による民間資金の活用

既にPPPで先行していた英仏に加え、2000年代に入ってからはドイツや米国といった国においても
PPPの導入が行われている。PPPの分野については独HOCHTIEFや仏VINCIといった欧州の大手建設
事業者のプレゼンスが高く、米国等においてもPPP受託者の大半は欧州の事業者となっている。
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特許出願動向及び非特許文献動向等から日本が競争優位であると考えられる候補技術を示す
ことは、今後、社会インフラメンテナンス技術の海外事業展開を検討し推進していくうえで
重要である。本調査では、候補技術を以下に示す考え方により抽出した。

6.総合分析（まとめ）－有望技術候補の抽出の考え方－

【日本が競争優位であると考えられる候補技術抽出の考え方】

考え方①：特許出願件数全体に占める日本国籍の出願人による特許出願件数の割合が、外国籍
の出願人による同割合よりも顕著に高い技術

対象構造物と対象技術区分の２軸からなるマトリクスの項目ごとに特許出願件数の上位５位かつ日本国籍の出願
人による特許出願件数の割合が特許出願件数全体の70％以上を占める技術

考え方②：上記①で抽出された候補技術のうち、非特許文献においても、特許文献と同様、論
文発表件数が多い技術

マトリクスの項目ごとに非特許文献の論文発表件数の上位５位にあたる技術を抽出

考え方③：上記①で抽出された候補技術のうち、日本国籍の出願人、外国籍の出願人ともに、
近年の特許出願件数の伸びが著しい技術

考え方④：上記①で抽出された候補技術のうち、日本国籍の出願人が他国に対して特許出願を
行っている技術やPCT出願を行っている技術で、かつ被引用特許数が多い技術
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前述の①～④のすべての考え方を満たす技術は存在しなかったが、４つの考え方のうち、３
つの考え方を満たす技術として、部材追加補強や繊維（炭素繊維）シート、アセットマネジ
メント、構造ヘルスモニタリングの４つが抽出された。これらの技術は、特に日本が競争優
位であると考えられる有望な候補技術である。

6.総合分析（まとめ） －有望技術－

【日本が競争優位であると考えられる候補技術】

道路 橋梁 トンネル 建築物

補修・補強工法技術

・更新（①）
・構造物による法面保護工
（①）

・補強材（鋼板以外）の追加
（①②）
・部材追加（①③）
・表面被覆（①）

・表面被覆（①）
・当板工（①）
・部材追加（①②③）
・剥落防止工法（①）

・表面被覆・含浸（①）
・部材追加（①）

補修・補強材料技術 （該当なし）

・繊維（炭素繊維）シート
（①②④）
・その他の補修・補強材
（①）

・接続・接着材（①）

・繊維（炭素繊維）シート
（①②④）
・その他の補修・補強材
（①）

・接続・接着材（①）

・その他の補修・補強材
（①）
・繊維（炭素繊維）シート
（①②④）

・接続・接着材（①）
・一般的なコンクリート
（①）

計測技術

計測パラ
メータ

・変位量・移動量 （①）
・ひずみ（①

・ひずみ（①）
・ひび割れ（①②）

・ひび割れ（①②） ・変位量・移動量（①）

計測原理

・光による観察（撮像）
（①②）

・光による観察（撮像、反
射・散乱・透過）
（①②）

・光による観察（撮像、反
射・散乱・透過）
（①②）
・振動法（①）

計測装置

・CPU/HDDのデータ処理
部（①）

・CPU/HDDのデータ処理部
（①）

・イメージセンサ
（①②）
・CPU/HDDのデータ処理
部（①）

・CPU/HDDのデータ処理
部（①）
・表示装置（①）

調査・診断・データ利
用技術

・アセットマネジメント（リス
ク評価） （①②④）

・寿命・劣化予測（数量化・
解析アルゴリズム）

（①）

・アセットマネジメント（リスク評
価） （①②④）

・寿命・劣化予測（数量化・解
析アルゴリズム）

（①）

・構造ヘルスモニタリング（デー
タ解析）（①②③）

・損傷検出（数値処理アルゴリ
ズム）（①）

・アセットマネジメント（リス
ク評価）
（①②④）

・アセットマネジメント（情報
システム・データベース構
築）
（①②④）

・損傷検出（画像処理・数
値処理アルゴリズム）

（①③）
・構造ヘルスモニタリング
（①②）

・アセットマネジメント（リス
ク評価）（①④）

・寿命・劣化予測（数量化・
解析アルゴリズム）

（①②）

・構造ヘルスモニタリング
（データ解析）（①②③）
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他国への特許出願の状況

米国籍、欧州国籍の出願人による相互への出願件数が比較的多い。

それらを除くと全体的にみて他国への出願は低調。

日本国籍の出願人と外国籍の出願人を比較した場合の差異

・特許出願の対象となる構造物や技術区分の比率

・社会インフラメンテナンスの課題・目的等における傾向

→ 考えられる原因：種々の地域性

特許出願動向及び非特許文献動向等から日本が競争優位であると考えられる候補技術

・部材追加補強

・繊維（炭素繊維）シート

・アセットマネジメント

・構造ヘルスモニタリング

これらの技術については、海外企業等へのヒアリングによると、海外企業等からも注目さ
れている技術であることが判明。

6.総合分析（まとめ） －重要事項の整理－
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特許出願動向等から導かれる研究開発・技術開発の方向性

「低コスト化」：国や地方公共団体等の社会インフラの管理者が導入しやすくする

「予防保全的管理型メンテナンスの推進」：社会インフラメンテナンスが将来の日本
経済に過重な負担をもたらすことがないようにする

「海外進出」：海外の社会インフラメンテナンスに関わる維持管理・更新投資を取り込む

6.総合分析（まとめ）－研究開発の方向性に対する知見－

①「低コスト化」に向けた研究開発・技術開発の方向性

技術の完成度向上と低コスト化の適正なバランス保持を期待できる研究開発、技術開発テーマの選択
を優先し、そこに新たな研究開発、技術開発テーマが集中するように誘導を図ることが必要である。

②「予防保全的管理型メンテナンスの推進」に向けた研究開発・技術開発の方向性

予防保全的管理型メンテナンスは、構造物のモニタリングデータから正確な寿命予測・損傷評価を行
うことが必要となるところ、現時点において十分な精度等が得られていないことが課題となっている
ことから、今後構造物の劣化診断技術の研究開発を強力に推進することが重要になると考えられる。

③「海外進出」に向けた研究開発・技術開発の方向性

先に述べた４つの候補技術を核として、事業展開先の社会インフラの実情等の地域性に合った最適な
対策方法を提案するためのシステムインテグレーションが特に重要になると考えられる。また、産学
官の連携や異業種の連携、国際的な連携を深め、共同研究開発を推進するための組織・体制・研究拠
点づくり等を支援する制度の充実強化や、社会インフラの管理者の協力・連携の下で、社会インフラ
メンテナンス技術分野に関わる研究開発のプレイヤーによるさまざまなデータの収集・活用が進むよ
うな取組み等を加速し、競争から共創への転換を後押ししていくことが必要である。
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